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平成３０年度における 
県内市町村の高齢者虐待への対応状況について 

  

平成３０年度における埼玉県内の高齢者虐待への対応状況について、「高齢者虐待の防止、

高齢者の養護者に対する支援等に関する法律（以下「高齢者虐待防止法」という。）」第 

２５条の規定に基づき公表します。 

 高齢者虐待防止法により、虐待を受けた高齢者の保護や養護者の負担軽減のための支援等

は市町村の業務として位置付けられています。 

埼玉県では、市町村が高齢者虐待に適切に対応できるよう、市町村間の連絡調整や市町村

に対する情報の提供、助言などを行い、市町村を支援しています。 

 

 

●対応状況の概要 

 

１ 養介護施設従事者等による高齢者虐待への対応状況等について 

○ 養介護施設等で発生した高齢者虐待は３８件でした（平成２９年度は３２件）。 

○ 虐待の種別（重複あり）は、身体的虐待が３３件、心理的虐待が１５件、経済的 

 虐待が４件、性的虐待が３件、介護・世話の放棄、放任が１件でした。 

 ○ 市町村では施設等に対し指導を行い、改善計画の提出など再発防止の徹底を図りま 

  した。 

 

２ 家族等の養護者による高齢者虐待への対応状況等について 

○ 県内の市町村で受け付けた養護者（家族等）による高齢者虐待に関する相談、通報

件数は、平成２９年度より１９４件増え１，６００件でした。 

 ・ 相談・通報者は、警察が３５．７％と最も多く、次いで介護支援専門員・介護保 

  険事業所職員が２２．８％を占めました。 

 ・ 市町村が虐待と認定した件数は、平成２９年度より４３件増え６０２件でし  

  た。 

 ・ 虐待の種別（重複あり）は、身体的虐待が４５０件（７３．１％）、心理的虐待 

  が２４４件（３９．６％）、経済的虐待が１１２件（１８．２％）、介護・世話の 

  放棄、放任が１０１件（１６．４％）、性的虐待が２件（０．３％）でした。 

 ・ 虐待を受けた高齢者は、女性が７６．１％を占めました。 

  ○ 虐待者（重複あり）は、息子が４１．８％と最も多く、次に夫１９．１％、 

   娘１８．４％の順でした。 

○ 市町村では被虐待者を施設へ一時入所させたり、養護者に介護保険サービスの利用

を促すなどの助言・指導を行いました。 

  令和元年１２月２４日 
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 ●県の取組について 

 

１「高齢者虐待対応専門員」の養成 

  市町村において高齢者虐待に対応する専門職員（高齢者虐待対応専門員）を養成する

研修を平成１８年度から実施しています。 

  これまでに、市町村及び地域包括支援センター職員を対象として、合計２，３００人

の高齢者虐待対応専門員を養成しました。 

  また、高齢者虐待対応専門員に対するフォローアップ研修も実施しています。 

 

２ 高齢者の見守り体制の整備 

  認知症等により援護を必要とする高齢者が安心した生活を営み、高齢者虐待を未然に

防ぐこと等を目的に、「埼玉県要援護高齢者等支援ネットワーク会議」を平成１７年７

月２９日に設立しました。 

  これは、民生委員など福祉関係者をはじめ、電気、ガス、新聞、金融機関など高齢者

と接する機会の多い団体・事業者を構成員とするネットワーク組織です。 

  このようなネットワーク組織は全市町村に設置されています。県では、地域住民も含

めて多方面から高齢者の見守りが行われるよう先進事例を紹介するなどの情報提供や啓

発活動を行っています。 

 

３ 成年後見制度の利用支援 

  成年後見制度の利用が必要な場合でも申立てする親族がいない又は親族の協力が得ら

れないときには、市町村長が家庭裁判所に対し成年後見の申立てを行うことができます。 

  このため、市町村職員を対象に成年後見制度における市町村長申立てに関する研修を

実施しています。 

 

４ 普及啓発 

  養介護施設従事者等に対し、高齢者虐待の防止を目的とした研修を実施しています。 

  令和元年度は４回開催し、計７８５名の参加がありました。 

  

５ 虐待通報ダイヤルの設置 

  埼玉県では、早期に虐待を発見するために、高齢者虐待、児童虐待、障害者虐待の通

報を一元的に２４時間３６５日受け付ける“埼玉県虐待通報ダイヤル「＃７１７１」”

を平成３０年１０月１日より開設しています。 
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参考情報  
   
Ⅰ 養介護施設従事者等による高齢者虐待について 
 
１ 相談・通報件数 

養介護施設従事者等による虐待の疑いがあるとして、市町村が相談・通報を受理した
件数 

２６年度 ２７年度 ２８年度 ２９年度 ３０年度 

４８件 ６２件 ９０件 １１９件 １３４件 

 
２ 相談・通報者の内訳(複数回答：虐待事案と判断できなかった相談分を含む。) 

 
２６年度 ２７年度 ２８年度 ２９年度 ３０年度 

本人による 
届出 

 ０ 
(  0.0%) 

 ０ 
(  0.0%) 

  ２ 
(  1.9%) 

  ３ 
(  2.4%) 

  ３ 
(  2.0%) 

家族・親族 
 ９ 

( 18.0%) 
１４ 

( 19.4%) 
 ２１ 
( 19.6%) 

  ３８ 
( 29.9%) 

  ３４ 
( 22.5%) 

当該施設・ 
事業所職員 

２２ 
( 44.0%) 

２４ 
( 33.3%) 

 ４５ 
( 42.1%) 

  ４７ 
( 37.0%) 

  ４９ 
( 32.5%) 

当該施設・ 
事業所元職員 

１０ 
( 20.0%) 

 ７ 
 (  9.7%) 

   ９ 
(  8.4%) 

  １０ 
(  7.9%) 

  １２ 
(  7.9%) 

介護支援 
専門員 

 ２ 
(  4.0%) 

 ３ 
(  4.2%) 

   １ 
(  0.9%) 

   ３ 
(  2.4%) 

  ８ 
(  5.3%) 

都道府県 
 ３ 

(  6.0%) 
 ４ 

(  5.6%) 
  ４ 

(  3.7%) 
   ５ 

(  3.9%) 
  ５ 

(  3.3%) 

警察 
 ０ 

(  0.0%) 
 １ 

(  1.4%) 
  ０ 

(  0.0%) 
   ２ 

(  1.6%) 
  ３ 

(  2.0%) 

その他 
 ３ 

(  6.0%) 
１４ 

( 19.4%) 
 １７ 
( 15.9%) 

  １５ 
( 11.8%) 

  ２４ 
( 15.9%) 

不明 
(匿名を含む) 

 １ 
(  2.0%) 

 ５ 
(  7.0%) 

  ８ 
(  7.5%) 

  ４ 
(  3.1%) 

 １３  
(  8.6%) 

合計(人) 
５０ 

(100.0%) 
７２ 

(100.0%) 
１０７ 
(100.0%) 

１２７ 
(100.0%) 

１５１ 
(100.0%) 

 
３ 事実確認の状況 

相談・通報に基づき市町村が行った事実確認結果 

 ２６年度 ２７年度 ２８年度 ２９年度 ３０年度 

虐待の事実あり 
１０ 

( 19.6%) 
１９ 

( 30.7%) 
３３ 

( 36.7%) 
 ３２ 

( 25.4%) 
 ３８ 

( 27.4%) 

虐待の事実が 
認められず 

２８ 
( 54.9%) 

１５ 
( 24.2%) 

２７ 
( 30.0%) 

 ３９ 
( 31.0%) 

 ４８ 
( 34.5%) 

虐待の判断に 
至らない 

１２ 
( 23.5%) 

２５ 
( 40.3%) 

２９ 
( 32.2%) 

 ４４ 
( 34.9%) 

 ３７ 
( 26.6%) 

都道府県へ事実 
確認調査を依頼 

  ０ 
(  0.0%) 

  ０ 
(  0.0%) 

  ０ 
(  0.0%) 

   ０ 
(  0.0%) 

  ０  
(  0.0%) 

その他 
  １ 

(  2.0%) 
  ３ 

(  4.8%) 
  １ 

(  1.1%) 
  １１ 

(  8.7%) 
 １６  

( 11.5%) 

合計(件) 
５１ 

(100.0%) 
６２ 

(100.0%) 
９０ 

(100.0%) 
１２６ 

(100.0%) 
１３９ 

(100.0%) 

  (注)前年度に相談を受け、翌年度に事実確認を行った事例があるため、「１ 相談・通報 
   件数」と一致しない。 
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４ 高齢者虐待認定件数 
相談・通報を受理し、市町村が調査の結果、虐待と認定した件数 

２６年度 ２７年度 ２８年度 ２９年度 ３０年度 

１０件 １９件 ３３件 ３２件 ３８件 

 
 
５ 高齢者虐待が認定された養介護施設・事業所の種別 

 ２６年度 ２７年度 ２８年度 ２９年度 ３０年度 

特別養護老人ホーム 
 ３ 

( 30.0%) 
 ８ 

( 42.1%) 
 ８ 

( 24.3%) 
 ９ 

( 28.1%) 
 １２ 

( 31.6%) 

介護老人保健施設 
 ２ 

( 20.0%) 
 ３ 

( 15.8%) 
 ４ 

( 12.1%) 
 ４ 

( 12.5%) 
 ４ 

( 10.5%) 

認知症対応型共同生活介護 
 ０ 

(  0.0%) 
 ２ 

( 10.5%) 
 ６ 

( 18.2%) 
 ２ 

( 6.25%) 
 １ 

( 2.6%) 

有料老人ホーム 
 ３ 

( 30.0%) 
 ５ 

( 26.3%) 
１０ 

( 30.3%) 
１１ 

( 34.4%) 
１５ 

( 39.5%) 

短期入所施設 
 １ 

( 10.0%) 
 １ 

(  5.3%) 
 １ 

(  3.0%) 
 ２ 

( 6.25%) 
 １ 

( 2.6%) 

訪問介護等 
 ０ 

(  0.0%) 
 ０ 

(  0.0%) 
 ０ 

(  0.0%) 
 ２ 

( 6.25%) 
 ０ 

( 0.0%) 

通所介護等 
 ０ 

(  0.0%) 
 ０ 

(  0.0%) 
 ３ 

(  9.1%) 
 ２ 

( 6.25%) 
 ２ 

( 5.3%) 

その他 
 １ 

( 10.0%) 
 ０ 

(  0.0%) 
 １ 

(  3.0%) 
 ０ 

(  0.0%) 
 ３ 

( 7.9%) 

合計 
(件) 

１０ 
(100.0%) 

１９ 
(100.0%) 

３３ 
(100.0%) 

３２ 
(100.0%) 

３８ 
(100.0%) 
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 ③虐待を受けた高齢者のうち、 
  要介護認定者の要介護状態区分 
 

 ３０年度 

要支援１  ０ 

要支援２  １ 

要介護１  ５ 

要介護２  ５ 

要介護３  ６ 

要介護４ １７ 

要介護５ １７ 

不  明  ２ 

合  計 
(人) 

５３ 

 

６ 平成３０年度に虐待の事実が認められた事案 
 
（１）被虐待高齢者の状況 
 
 ①被虐待者の性別 
 

 
 
  
 

 ３０年度 

男  性 ２１ 

女  性 ３２ 

不  明  ０ 

合  計 
(人) 

５３ 

 ②被虐待者の年齢 

 ３０年度 

６５歳未満障害者  ３ 

６５～６９歳  ３ 

７０～７４歳  ３ 

７５～７９歳  ９ 

８０～８４歳  １１ 

８５～８９歳  １４ 

９０～９４歳  ８ 

９５～９９歳  ２ 

１００歳以上  ０ 

不  明  ０ 

合  計 
(人) 

５３ 
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（２）高齢者虐待の種類(複数回答) 
 

 ３０年度 

身体的虐待 ３３ 

介護・世話の 
放棄、放任 

 １ 

心理的虐待 １５ 

性的虐待  ３ 

経済的虐待  ４ 

合  計 
(件) 

５６ 

  (注)虐待の種類には重複があり、合計は、 
   「４ 高齢者虐待認定件数」で市町村 
   が「虐待と認定した件数」と一致しな 
   い。 
 
 
（３）高齢者虐待が認定された養介護施設・事業所の種別(再掲) 
 

 ３０年度 

特別養護老人ホーム  １２ 

介護老人保健施設  ４ 

認知症対応型共同生活介護  １ 

有料老人ホーム １５ 

短期入所施設  １ 

訪問介護等  ０ 

通所介護等  ２ 

その他  ３ 

合  計 
(件) 

３８ 

 



 5 / 10 

 

（４）虐待者の職種 
 

 ３０年度 

介護職 ３５ 

看護職  ０ 

管理職  １ 

施設長  ２ 

経営者・開設者  ０ 

その他  ２ 

不 明  １ 

合 計 
(人) 

４１ 

 
 
（５）市町村による指導等(複数回答) 
 

 ３０年度 

施設等に対する指導 ３４件 

施設等からの改善計画の提出依頼 ３１件 

虐待を行った養介護施設従事者 
への注意・指導 

２３件 
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Ⅱ 養護者による高齢者虐待について 
 
１ 相談・通報件数 

養護者による高齢者虐待の疑いがあるとして、市町村が相談・通報を受理した件数 

２６年度 ２７年度 ２８年度 ２９年度 ３０年度 

１，２１１件 １，２５８件 １，４０１件 １，４０６件 １，６００件 

 
 
２ 相談・通報者の内訳(複数回答：虐待事案と判断できなかった相談分を含む。) 

     ２６年度 ２７年度 ２８年度 ２９年度 ３０年度 

介護支援専門員・介
護保険事業所職員 

  ３６４
( 24.6%) 

  ３７６
( 25.8%) 

  ４３９ 
( 26.9%) 

  ３８２ 
( 24.1%) 

  ３９９ 
( 22.8%) 

警察 
  ４０１

( 27.1%) 
  ４６２

( 31.7%) 
  ５６２ 

( 34.4%) 
  ５９１ 

( 37.2%) 
  ６２４ 

( 35.7%) 

家族・親族 
  １２１
(  8.2%) 

  １２０ 
(  8.2%) 

  １２５ 
(  7.7%) 

  １０９ 
(  6.9%) 

  １２０ 
(  6.9%) 

被虐待者本人 
  １７５ 

( 11.8%) 
  １３９ 

(  9.5%) 
  １４２ 

(  8.7%) 
  １０３ 

(  6.5%) 
  １４２ 

(  8.1%) 

民生委員 
   ５２ 

(  3.5%) 
   ５４ 

(  3.7%) 
   ３８ 

(  2.3%) 
   ４４ 

(  2.8%) 
   ３５ 

(  2.0%) 

市町村職員 
  １２８ 

(  8.7%) 
   ９６ 

(  6.6%) 
   ８８ 

(  5.4%) 
  １１９ 

(  7.5%) 
  １２２ 

(  7.0%) 

近隣住民・知人 
   ４６ 

(  3.1%) 
   ５８ 

(  4.0%) 
   ４０ 

(  2.4%) 
   ５８ 

(  3.6%) 
   ５９ 

(  3.4%) 

虐待者自身 
   ２５ 

(  1.7%) 
   ３１ 

(  2.1%) 
   ３４ 

(  2.1%) 
   ２５ 

(  1.6%) 
   ２７ 

(  1.6%) 

その他 
  １６５ 

( 11.2%) 
  １１８ 

(  8.1%) 
  １５９ 

(  9.7%) 
  １５２ 

(  9.6%) 
  ２１７ 

( 12.4%) 

不明 
    ２ 

(  0.1%) 
    ５ 

(  0.3%) 
    ６ 

(  0.4%) 
    ３ 

(  0.2%) 
    ２  

(  0.1%) 
合計 
(人) 

１，４７９
(100.0%) 

１，４５９
(100.0%) 

１，６３３ 
(100.0%) 

１，５８６ 
(100.0%) 

１，７４７
(100.0%) 

 
 
３ 事実確認の状況 
  相談・通報に基づき市町村が行った事実確認結果 

 (注)前年度に相談を受け、翌年度に事実確認を行った事例があるため、「１ 相談・通報 
  件数」と一致しない。 

 ２６年度 ２７年度 ２８年度 ２９年度 ３０年度 

事実確認を行っ
た件数(小計) 

１，１９３件 １，２６５件 １，３９４件 １，３３５件 １，４９２件 

 
訪問調査によ
り事実確認 

 ６８９件  ７１２件 ７２１件 ６８１件 ７８１件 

 
関係者からの
情報収集のみ
で事実確認 

 ４９８件  ５４８件 ６６２件 ６４３件 ７０２件 

 
立入調査によ
り事実確認 

  ６件   ５件   １１件   １１件 ９件 

事実確認を行っ
ていない事例 

  ７２件   ３７件   ５７件  １０９件 １４２件 

合計 
(件) 

１，２６５件 １，３０２件 １，４５１件 １，４４４件 １，６３４件 
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４ 事実確認の結果 

 
 
５ 高齢者虐待の種類(複数回答) 

 ２６年度 ２７年度 ２８年度 ２９年度 ３０年度 

身体的虐待 
４７７ 

( 76.6%) 
４６０ 

( 73.5%) 
    ５１８ 
   ( 74.4%) 

４３４ 
( 75.5%) 

４５０ 
( 73.1%) 

介護・世話の
放棄、放任 

１１４ 
( 18.3%) 

１０９ 
( 17.4%) 

    １１９ 
   ( 17.1%) 

 ９３ 
( 16.2%) 

１０１ 
( 16.4%) 

心理的虐待 
２５４ 

( 40.8%) 
２５０ 

( 39.9%) 
    ２９８ 
   ( 42.8%) 

２２２ 
( 38.6%) 

２４４ 
( 39.6%) 

性的虐待 
  １ 

(  0.2%) 
  ０ 

(  0.0%) 
      ５ 
   (  0.7%) 

  ２ 
(  0.3%) 

  ２ 
(  0.3%) 

経済的虐待 
１０３ 

( 16.5%) 
１２３ 

( 19.6%) 
    １３８ 
   ( 19.8%) 

１０６ 
( 18.4%) 

１１２ 
( 18.2%) 

合計(件) 
＜実人数＞ 

９４９ 
＜６２３＞ 

９４２ 
＜６２６＞ 

１，０７８ 
＜６９６＞ 

８５７ 
＜５７５＞ 

９０９ 
＜６１６＞ 

(注)虐待の種類には重複があり、合計は、「４ 事実確認の結果」で市町村が「虐待を受 
 けた又は受けたと思われると判断」した件数と一致しない。割合にも重複があり、合計 
 は１００％を超える。 
 

６ 虐待を受けた又は受けたと思われる高齢者の状況 
 
（１）被虐待者の性別 

 ２６年度 ２７年度 ２８年度 ２９年度 ３０年度 

男性 
１４６ 

( 23.4%) 

１３６ 

( 21.7%) 

１６０ 

( 23.0%) 

１６５ 

( 28.7%) 

１４７ 

( 23.9%) 

女性 
４７７ 

( 76.6%) 
４９０ 

( 78.3%) 
５３６ 

( 77.0%) 
４１０ 

( 71.3%) 
４６９ 

( 76.1%) 

不明 
  ０ 

(  0.0%) 
  ０ 

(  0.0%) 
  ０ 

(  0.0%) 
  ０ 

(  0.0%) 
  ０ 
( 0.0%) 

合計(人) 
６２３ 

(100.0%) 
６２６ 

(100.0%) 
６９６ 

(100.0%) 
５７５ 

(100.0%) 
６１６ 

(100.0%) 

 
  
 

 
２６年度 ２７年度 ２８年度 ２９年度 ３０年度 

虐待を受けた又
は受けたと思わ
れると判断 

    ６０８ 
( 51.0%) 

    ６１２ 
( 48.4%) 

    ６８１ 
( 48.9%) 

    ５５９ 
( 41.9%) 

    ６０２ 
( 40.4%) 

虐待ではないと
判断 

    ２０２ 
( 16.9%) 

    ２０６ 
( 16.3%) 

    ２９３ 
( 21.0%) 

    ３０１ 
( 22.5%) 

    ３４８ 
( 23.3%) 

虐待の判断に至
らなかった 

    ３８３ 
( 32.1%) 

    ４４７ 
( 35.3%) 

    ４２０ 
( 30.1%) 

    ４７５ 
( 35.6%) 

    ５４２ 
( 36.3%) 

合計 
(件) 

 １,１９３ 
(100.0%) 

 １,２６５ 
(100.0%) 

１，３９４ 
(100.0%) 

１，３３５ 
(100.0%) 

１，４９２ 
(100.0%) 
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（２）被虐待者の年齢 

 ２６年度 ２７年度 ２８年度 ２９年度 ３０年度 

65～69 歳 
 ９４ 

( 15.1%) 
 ９８ 

( 15.7%) 
 ９０ 

( 12.9%) 
 ８２ 

( 14.3%) 
 ９０ 

( 14.6%) 

70～79 歳 
２８１ 

( 45.1%) 
２５０ 

( 39.9%) 
２８０ 

( 40.2%) 
２６１ 

( 45.4%) 
２１９ 

( 35.6%) 

80～89 歳 
２０４ 

( 32.7%) 
２２６ 

( 36.1%) 
２７６ 

( 39.7%) 
１８６ 

( 32.3%) 
２４０ 

( 39.0%) 

90 歳以上 
 ４１ 

(  6.6%) 
 ４９ 

(  7.8%) 
 ４９ 

(  7.0%) 
 ４３ 

(  7.5%) 
 ６３ 

( 10.2%) 

不明 
  ３ 

(  0.5%) 
  ３ 

(  0.5%) 
  １ 

(  0.2%) 
  ３ 

(  0.5%) 
  ４ 

(  0.6%) 

合計 
(人) 

６２３ 
(100.0%) 

６２６ 
(100.0%) 

６９６ 
(100.0%) 

５７５ 
(100.0%) 

６１６ 
(100.0%) 

 
 
（３）虐待を受けた高齢者からみた虐待者の続柄 

  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 ２６年度 ２７年度 ２８年度 ２９年度 ３０年度 

息子 
２５９ 

( 38.3%) 
２７６ 

( 40.9%) 
３２２ 

( 43.5%) 
２５６ 

( 42.2%) 
２７５ 

( 41.8%) 

夫 
１５０ 

( 22.2%) 
１６４ 

( 24.3%) 
１６４ 

( 22.2%) 
１３５ 

( 22.2%) 
１２６ 

( 19.1%) 

娘 
１２３ 

( 18.2%) 
１０９ 

( 16.2%) 
１２９ 

( 17.4%) 
１００ 

( 16.5%) 
１２１ 

( 18.4%) 

嫁 
 ３６ 

(  5.3%) 
 ２５ 

(  3.7%) 
 ２１ 

(  2.8%) 
 １４ 

(  2.3%) 
 ２３ 

(  3.5%) 

孫 
 ２６ 

(  3.9%) 
 ２８ 

(  4.2%) 
 ２５ 

(  3.4%) 
 ２４ 

(  4.0%) 
 ２７ 

(  4.1%) 

妻 
 ３２ 

(  4.7%) 
 ２６ 

(  3.9%) 
 ３４ 

(  4.6%) 
 ４２ 

(  6.9%) 
 ４１ 

(  6.2%) 

婿 
 １６ 

(  2.4%) 
 １６ 

(  2.4%) 
 １１ 

(  1.5%) 
  ７ 

(  1.1%) 
 １５ 

(  2.3%) 

兄弟姉妹 
  ９ 

(  1.3%) 
  ７ 

(  1.0%) 
 １４ 

(  1.9%) 
 １５ 

(  2.5%) 
  ５ 

(  0.8%) 

その他 
 ２５ 

(  3.7%) 
 ２３ 

(  3.4%) 
 １８ 

(  2.4%) 
 １４ 

(  2.3%) 
 ２４ 

(  3.6%) 

不明 
  ０ 

(  0.0%) 
  ０ 

(  0.0%) 
  ２ 

(  0.3%) 
  ０ 

(  0.0%) 
  １ 

(  0.2%) 

合計 
(人) 

６７６ 
(100.0%) 

６７４ 
(100.0%) 

７４０ 
(100.0%) 

６０７ 
(100.0%) 

６５８ 
(100.0%) 



 9 / 10 

 

（４）虐待を受けた高齢者のうち、要介護認定者の要介護状態区分 

 ２６年度 ２７年度 ２８年度 ２９年度 ３０年度 

要支援１ 
 １７ 

(  4.9%) 
 １７ 

(  5.1%) 
 ２３ 

(  5.7%) 
 ２４ 

(  7.1%) 
 ２３ 

(  6.4%) 

要支援２ 
 ３２ 

(  9.2%) 
 ２４ 

(  7.3%) 
 ３４ 

(  8.4%) 
 ２７ 

(  8.0%) 
 ３４ 

(  9.4%) 

要介護１ 
 ９０ 

( 26.0%) 
 ７９ 

( 23.9%) 
 ９２ 

( 22.8%) 
 ７９ 

( 23.3%) 
 ７１ 

( 19.7%) 

要介護２ 
 ７７ 

( 22.3%) 
 ７３ 

( 22.1%) 
 ９０ 

( 22.3%) 
 ７６ 

( 22.5%) 
 ８８ 

( 24.4%) 

要介護３ 
 ７２ 

( 20.8%) 
 ６９ 

( 20.8%) 
 ６４ 

( 15.9%) 
 ５０ 

( 14.8%) 
 ６９ 

( 19.1%) 

要介護４ 
 ３１ 

(  9.0%) 
 ４３ 

( 13.0%) 
 ６４ 

( 15.9%) 
 ５４ 

( 16.0%) 
 ５２ 

( 14.4%) 

要介護５ 
 ２７ 

(  7.8%) 
 ２３ 

(  6.9%) 
 ３０ 

(  7.5%) 
 ２７ 

(  8.0%) 
 ２０ 

(  5.5%) 

不明 
  ０ 

(  0.0%) 
  ３ 

(  0.9%) 
  ６ 

(  1.5%) 
  １ 

(  0.3%) 
  ４ 

(  1.1%) 
合計 
(人) 

３４６ 
(100.0%) 

３３１ 
(100.0%) 

４０３ 
(100.0%) 

３３８ 
(100.0%) 

３６１ 
(100.0%) 

 
 

７ 市町村が養護者による高齢者虐待に対してとった対策 
 
（１）虐待者からの分離の有無 

 ２６年度 ２７年度 ２８年度 ２９年度 ３０年度 

分離した 
２９２ 

( 39.1%) 
２７７ 

( 35.5%) 
２８４ 

( 34.5%) 
２４６ 

( 32.6%) 
２８２ 
( 34.4%) 

分離していない 
３２６ 

( 43.6%) 
３３９ 

( 43.4%) 
３８１ 

( 46.3%) 
３５０ 

( 46.4%) 
３７７ 
( 46.0%) 

対応を検討中 
  ２６ 

(  3.5%) 
  １６ 

(  2.0%) 
  ２４ 

(  2.9%) 
 ３３ 

(  4.4%) 
 １２ 

(  1.5%) 

その他 
１０３ 

( 13.8%) 
１４９ 

( 19.1%) 
１３４ 

( 16.3%) 
１２５ 

( 16.6%) 
１４９ 
( 18.1%) 

合計 
(人) 

７４７ 
(100.0%) 

７８１ 
(100.0%) 

８２３ 
(100.0%) 

７５４ 
(100.0%) 

８２０ 
(100.0%) 

(注)前年度に相談・通報、事実確認を行ったもので、虐待への対応を翌年度に行った事例 
 を含んでいるため、「４ 事実確認の結果」で市町村が「虐待を受けた又は受けたと思 
 われると判断」した件数と一致しない。 
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（２）高齢者虐待への対応状況 

 
２６年度 ２７年度 ２８年度 ２９年度 ３０年度 

 
 
分 
離 
に 
よ 
る 
対 
応 
 
 

契約による介護保
険サービスの利用 

１１３ 
( 15.1%) 

１０１ 
( 13.8%) 

１１６ 
( 40.8%) 

１０３ 
( 41.9%) 

  ９５ 
( 33.7%) 

医療機関への 
一時入院 

 ４２ 
(  5.6%) 

 ３４ 
(  4.6%) 

 ３７ 
( 13.0%) 

 ２９ 
(11.8%) 

 ５８ 
( 20.6%) 

緊急一時保護 
(ｼｮｰﾄｽﾃｲ) 

 ２２ 
(  3.0%) 

 １７ 
(  2.3%) 

 ２０ 
(  7.0%) 

 １７ 
(  6.9%) 

 １９ 
(  6.7%) 

老人福祉法のやむ
を得ない事由によ
る措置 

 ３６ 
(  4.8%) 

 ３６ 
(  4.9%) 

 ３５ 
( 12.3%) 

 ３１ 
( 12.6%) 

 ２８ 
(  9.9%) 

その他の 
分離措置 

 ７９ 
( 10.6%) 

 ８９ 
( 12.2%) 

 ７６ 
( 26.8%) 

 ６６ 
( 26.8%) 

 ８２ 
( 29.1%) 

 
小計（件） 

２９２ 
(100.0%) 

２７７ 
(100.0%) 

２８４ 
(100.0%) 

２４６ 
(100.0%) 

２８２ 
(100.0%) 

 
 
分
離
に
よ
ら
な
い
対
応 
 

見守りのみ 
１２０ 

( 36.8%) 
１３０ 
( 38.3%) 

１３９ 
( 36.5%) 

１２０ 
( 34.3%) 

１４９ 
( 39.5%) 

養護者への 
助言・指導 

１３９ 
( 42.6%) 

１３８ 
( 40.7%) 

１７７ 
( 46.5%) 

１５０ 
( 42.9%) 

１５４ 
( 40.8%) 

ケアプランの 
見直し 

 ７８ 
( 23.9%) 

 ６２ 
( 18.3%) 

１０４ 
( 27.3%) 

 ８０ 
( 22.9%) 

 ９６ 
( 25.5%) 

被虐待者が新たに
介護保険サービス
を利用 

 ２４ 
(  7.4%) 

 ２８ 
(  8.3%) 

 ２１ 
(  5.5%) 

 １７ 
(  4.9%) 

 ２１ 
(  5.6%) 

被虐待者が介護保
険サービス以外の
サービスを利用 

 ２５ 
(  7.7%) 

 １５ 
(  4.4%) 

 １６ 
(  4.2%) 

 １８ 
(  5.1%) 

 ２３ 
(  6.1%) 

養護者が介護負担
軽減のための事業
に参加 

 １３ 
(  4.0%) 

 ２０ 
(  5.9%) 

 １１ 
(  2.9%) 

 ２０ 
(  5.7%) 

 １９ 
(  5.0%) 

その他 
 ５６ 

( 17.2%) 
 ６２ 
( 18.3%) 

 ４９ 
( 12.9%) 

 ７３ 
( 20.9%) 

 ５１ 
( 13.5%) 

 小計（件） 
<実人数> 

４５５ 
<３２６> 

４５５ 
<３３９> 

５１７ 
<３８１> 

４７８ 
<３５０> 

５１３ 
<３７７> 

 
合計（件） ７４７ ７３２ ８０１ ７２４ ７９５ 

(注)「分離によらない対応」には、複数の対応をとった場合があるため、「（１）虐待者 
 からの分離の有無」の人数とは一致しない。割合にも重複があり、合計は１００％を超 
 える。 

 
 
８ 権利擁護に関する対応 
  (市町村が養護者による高齢者虐待に対してとった対策の合計８２０人に占める割合) 

成年後見制度 
利用開始済 

成年後見制度 
利用手続中 

日常生活自立支援事
業(社協の福祉サー
ビス利用援助事業)
の利用 

合計 
 

３１人  １３人 
５人 ４９人 

(うち、市町村長申立事例 ３１人) 

3.8% 1.6% 0.6% 6.0% 

 


